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調査方法 

 

１  調査目的  

道内の食関連企業を取り巻く環境、経営状況などについて把握し、道内食関連産業の

振興施策等の効果的な展開に資することを目的とする。 

 

２  調査内容 

（１） 調査内容 

食品製造業（飲料・たばこ・飼料製造業を含む）、食関連機械製造業、卸売

業、小売業、飲食サービス業の各区分における企業の業況や経営環境などの動

向、課題、企業としての取組を把握する。 

 

（２） 主な調査項目  

① 業種 

② 従業員規模 

③ 資本金規模 

④ 経営実績（令和７年７月～12月）と見通し（令和８年１月～６月） 

⑤ 設備投資 

⑥ 付加価値向上に向けた取組 

⑦ 市場の展開状況 

⑧ EC取引の取組状況 

⑨ 雇用状況 

⑩ 輸出の状況 

⑪ 環境配慮型の経営に向けた取組 

⑫ エネルギー・原材料価格高騰による影響 

 

（３）  調査方法 

道内食関連企業等に対し、北海道電子自治体共同システム「簡易申請機能」、

電子メールなどにより調査票を送付し、協力を依頼。 

 

（４） 調査期間 

       令和８年２月～３月 

 

 （５） 回答企業数 

     送付企業数：1,075社  有効回答企業数：263社（有効回答率：24.5%） 
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調査結果 

１ 回答企業の業種構成 

 

・食品製造業が全体の約半数（56.7%）を占め、次いで農業・漁業（12.2%）、卸売業（9.1%）、飲食サービ

ス業（8.0%）、小売業（7.2%）、食関連機械製造業（3.0%）となっており、食品製造業以外の構成比に多

少変動はあるものの、前年度調査とほぼ同様の構成となっている。 

 

 

 

業種 
令和６年度 令和７年度 

企業数 構成比 企業数 構成比 

食品製造業 128社 54.0% 149社 56.7% 

卸売業 31社 13.1% 24社 9.1% 

農業・漁業 17社 7.2% 32社 12.2% 

小売業 21社 8.9% 19社 7.2% 

飲食サービス業 18社 7.6% 21社 8.0% 

食関連機械製造業 11社 4.6% 8社 3.0% 

その他 11社 4.6% 10社 3.8% 

計 237社 100.0% 263社 100.0% 

 

 

 

 

食品製造業, 149社, 

56.7%

卸売業,

24社, 9.1%

農業・漁業, 

32社, 12.2%

小売業, 

19社, 7.2%

飲食サービス業,

21社, 8.0%

食関連機械製造業, 8社, 3.0% その他, 10社, 3.8%

回答企業の業種構成 (n=263)
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２ 回答企業の従業員規模 

 

・従業員数が「3 人以下」の企業が最も多く 26.0%であり、次いで「4～9 人」が 19.1%、「10～19 人」が

14.9%、「100～299人」が 9.2%となっている。 

29 人以下の企業が全体の約 7 割（68.4%）を占めており、前年度調査（67.3%）と同様の構成となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資本金規模が「1,000 万円未満」の企業が最も多く 39.5%であり、次いで「1,000 万円以上 3,000 万円

未満」28.5%、「3,000万円以上 5,000万円未満」が 10.3%となっている。 

5,000万円未満の企業が約 8割（78.3%）であり、前年度調査(82.3%)と同様の構成となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 回答企業の資本金規模 

1,000万円未満, 104社, 

39.5%

1,000万円以上

3,000万円未満, 75社, 

28.5%

3,000万円以上

5,000万円未満, 27社, 10.3%

5,000万円以上

１億円未満, 24社, 9.1%

１億円以上３億円未満, 

13社, 4.9%

３億円以上10億円未満, 9社, 3.4%

10億円以上100億円未満, 6社, 2.3% 無回答, 4社, 1.5%

資本金規模 （ｎ＝263）

3人以下, 68社, 

26.0%

4～9人, 50社, 

19.1%

10～19人, 39社, 

14.9%20～29人, 

22社, 8.4%

30～49人, 

21社, 8.0%

50～99人, 

21社, 8.0%

100～299人, 

24社, 9.2%

300人以上, 17社, 6.5%

従業員規模 (n=262)
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・売上高の実績は、「横ばい」との回答は 34.5%で、前年度調査と比べて 4.3ポイント増加している。 

一方、「増加」との回答は 39.5%で、前年度調査と比べて 4.5ポイント減少している。 

・経常利益の実績は、「減少」との回答は 33.1%で、前年度調査と比べて 1.6ポイント増加している。 

一方、「増加」との回答は 33.5%で、前年度調査と比べて 0.6ポイント減少している。 

・資金繰りの実績は、「変化なし」との回答が 66.5%と最も多く、前年度調査と比べて 3.4 ポイント増加

している。また、「好転」との回答が 12.7%で、前年度調査と比べて 1.5ポイント減少し、「悪化」との

回答は 20.8%で、前年度調査と比べて 1.9ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.0%

28.1%

23.9%

44.0%

30.2%

25.9%

39.5%

34.5%

26.1%

0% 20% 40% 60%

増加

横ばい

減少

売上高の実績

R5年(2023年) n=306

R6年(2024年) n=232

R7年(2025年) n=261

38.4%

30.5%

31.1%

34.1%

34.5%

31.5%

33.5%

33.5%

33.1%

0% 20% 40% 60%

増加

横ばい

減少

経常利益の実績

R5年(2023年) 

n=305

R6年(2024年) 

n=232

R7年(2025年) 

n=260 

18.0%

65.4%

16.7%

14.2%

63.1%

22.7%

12.7%

66.5%

20.8%

0% 20% 40% 60% 80%

好転

変化なし

悪化

資金繰りの実績

R5年(2023年) n=306

R6年(2024年) n=233

R7年(2025年) n=260

４－１ 経営実績と見通し（令和７年(2025年)７月～12月の経営実績） 
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・売上高の見通しは、「横ばい」との回答が 45.6%と最も多く、前年度調査と比べて 3.5 ポイント減少し

ている。また、「増加」との回答は 35.4%で、前年度調査と比べて 0.5ポイント減少し、「減少」との回

答は 19.0%で、前年度調査と比べて 4.0ポイント増加している。 

・経常利益の見通しは、「横ばい」との回答が 50.4%と最も多く、前年度調査と比べて 1.1 ポイント減少

している。また、「増加」との回答は 25.0%で、前年度調査と比べて 2.0ポイント減少し、「減少」との

回答は 24.6%で、前年度調査と比べて 3.1ポイント増加している。 

・資金繰りの見通しは、「変化なし」との回答が 68.6%と最も多く、前年度調査と比べて 3.5 ポイント減

少している。また、「好転」との回答は 11.9%で、前年度調査と比べて 2.7ポイント減少し、「悪化」と

の回答は 19.5%で、前年度調査と比べて 6.2ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

35.6%

47.7%

16.7%

35.9%

49.1%

15.0%

35.4%

45.6%

19.0%

0% 20% 40% 60%

増加

横ばい

減少

売上高の見通し

R5年(2023年) n=306 

R6年（2024年）n=234

R7年（2025年）n=263

31.6%

48.7%

19.7%

27.0%

51.5%

21.5%

25.0%

50.4%

24.6%

0% 20% 40% 60%

増加

横ばい

減少

経常利益の見通し

R5年(2023年) n=304

R6年(2024年) n=233

R7年(2025年) n=260

15.5%

68.8%

15.8%

14.6%

72.1%

13.3%

11.9%

68.6%

19.5%

0% 20% 40% 60% 80%

好転

変化なし

悪化

資金繰りの見通し

R5年(2023 年) n=304

R6年(2024年) n=233

R7年(2025年) n=261

４－２ 経営実績と見通し（令和８年(2026年)１月～６月における見通し） 
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・令和 7年(2025年)１月～12月の設備投資実績は、「横ばい」との回答が 52.9%で最も多く、前年度調査

と比べて 0.7 ポイント減少している。また、「増加」は 28.4%と前年度調査と比べて 0.5 ポイント増加

し、「減少」は 18.8%と前年度調査と比べて 0.3ポイント増加している。また、設備投資の主な目的は、

「新商品対応・研究開発」（28.8%）が最も多く、「品質向上」（28.4%）、「省エネ・省力化」（27.6%）と

なっている。 

・今後の設備投資計画は、前年度調査と比べて 5.9ポイント減少したものの、「横ばい」との回答が 46.3%

で最も多くなっている。また、今後の投資計画の主な目的は、「新商品対応・研究開発」（37.7%）、「品

質向上」（34.2%）、「増産・出店・増床」（28.8%）、「省エネ・省力化」（28.5%）の順となっている。 

 

５－１ 設備投資（実績、投資計画、主な目的） 

31.6%

52.3%

16.1%

27.9%

53.6%

18.5%

28.4%

52.9%

18.8%

0% 20% 40% 60%

増加

横ばい

減少

設備投資の実績

R5年(2023年) n=304

R6年(2024年) n=233

R７年(2025年) n=261

21.0%

31.4%

16.9%

24.1%

19.3%

5.9%

20.3%

23.1%

10.7%

17.1%

22.1%

15.8%

15.8%

18.9%

5.0%

18.0%

30.6%

11.7%

23.0%

28.8%

20.6%

28.4%

24.9%

8.6%

27.6%

19.1%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40%

IT・デジタル化

新商品対応・研究開発

衛生管理

品質向上

増産・出店・増床

福利厚生

省エネ・省力化

実績なし

その他

設備投資の主な目的 【複数回答】

R5年(2023年) n=290 R6年(2024年) n=222 R7年(2025年) n=257

33.8%

49.7%

16.6%

31.1%

52.2%

16.7%

36.5%

46.3%

17.3%

0% 20% 40% 60%

増加

横ばい

減少

今後の設備投資計画

R5年(2023年) n=296

R6年(2024年) n=228

R７年(2025年) n=255

19.4%

34.1%

15.7%

29.1%

24.4%

6.0%

21.1%

24.4%

10.0%

18.9%

31.7%

16.3%

23.8%

21.1%

6.2%

21.1%

30.4%

9.3%

25.8%

37.7%

21.5%

34.2%

28.8%

8.5%

28.5%

16.5%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40%

IT・デジタル化

新商品対応・研究開発

衛生管理

品質向上

増産・出店・増床

福利厚生

省エネ・省力化

実績なし

その他

今後の設備投資計画の主な目的 【複数回答】

R5年(2023年) n=299 R6年(2024年) n=227 R7年(2025年) n=260
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・取組の支障となっている点は、「対策費用の負担」との回答が 50.6%で最も多く、次いで、「知識やスキ

ルを有する人材不足」（35.0%）、「採算が合わない」（27.6%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・付加価値の向上に取り組む背景として、「ブランディング強化」との回答が 61.3%と最も多く、「市場環

境の変化」が 60.2%、「競争優位性の確立」が 45.3%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－２ 設備投資（取組の支障） 

６－１ 付加価値向上に向けた取組（取り組む背景） 

※ 「取組の支障となっている点」は、令和６年度新規調査項目のため、令和５年度の数値なし。 

※ 「付加価値の向上に取り組む背景」は、令和６年度新規調査項目のため、令和５年度の数値なし。 

31.8%

17.0%

9.0%

25.1%

43.5%

8.5%

10.8%

5.4%

35.0%

25.7%

8.6%

27.6%

50.6%

4.7%

2.3%

12.8%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

知識やスキルを有する人材不足

事業の先行きが見通せない

後継者が不在

採算が合わない

対策費用の負担

優先度が低い

必要性を感じない

特になし

その他

取組の支障となっている点【複数回答】

R6年(2024年) n=223

R7年(2025年) n=257

59.4%

25.8%

59.0%

9.2%

37.6%

1.7%

60.2%

27.7%

61.3%

14.1%

45.3%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

市場環境の変化

売上の低下

ブランディング強化

社会的要請や規制の影響

競争優位性の確立

その他

付加価値の向上に取り組む背景【複数回答】

R6年(2024年) n=229

R7年(2025年) n=256
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・付加価値向上に向け実施した取組は、「商品（ストーリー性）」が 47.1%と最も多く、次いで「包装・デ

ザイン」が 41.0%、「商品（食味）」が 39.8%、と続いている。 

・今後の付加価値向上に向けた取組は、「製造工程・技術」との回答が 53.3%で最も多く、次いで「包装・

デザイン」が 46.4%と、製造工程等の改善や商品力の強化への志向が高まっている。 

 

６－２ 付加価値向上に向けた取組（実施した取組、今後の取組） 

57.5%

36.7%

30.2%

32.1%

16.2%

24.7%

18.8%

10.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80%

商品

製造工程・技術

包装・デザイン

販売ターゲット

増産・出店・増床

安全・安心

省エネ省力化

実績なし

その他

付加価値向上に向け実施した取組
【複数回答】

R5年(2023年) n=308

63.4%

49.3%

37.9%

41.2%

22.9%

31.4%

25.2%

8.8%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80%

商品

製造工程・技術

包装・デザイン

販売ターゲット

増産・出店・増床

安全・安心

省エネ省力化

予定なし

その他

今後の付加価値向上に向けた取組
【複数回答】

R5年(2023年) n=306

注) 令和６年度調査から「商品」を細分化、回答項目を一部変更して調査を行った。 

 

35.5%

37.6%

38.0%

36.3%

34.2%

25.2%

16.7%

17.5%

12.4%

3.0%

39.8%

37.5%

47.1%

36.4%

41.0%

25.7%

14.6%

20.3%

7.3%

4.2%

0% 20% 40% 60%

商品（食味）

商品（原材料）

商品（ストーリー性）

製造工程・技術

包装・デザイン

安全・安心

SDGs達成に向けた取組

環境への配慮

実績なし

その他

付加価値向上に向け実施した取組
【複数回答】

R6年(2024年) n=234 R7年(2025年) n=261

37.9%

45.1%

44.7%

46.4%

44.3%

34.5%

20.9%

19.1%

9.4%

3.0%

41.4%

42.5%

42.9%

53.3%

46.4%

34.1%

18.0%

23.8%

5.4%

2.3%

0% 20% 40% 60%

商品（食味）

商品（原材料）

商品（ストーリー性）

製造工程・技術

包装・デザイン

安全・安心

SDGs達成に向けた取組

環境への配慮

予定なし

その他

今後の付加価値向上に向けた取組
【複数回答】

R6年(2024年) n=235 R7年(2025年) n=261



9 
 

 

・取組の支障となっている点は、「対策費用の負担」との回答が 61.5%で最も多く、次いで｢知識やスキル

を有する人材不足」が 40.4%、「人員数の不足」が 36.9%、と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.9%

45.1%

44.7%

46.4%

44.3%

34.5%

20.9%

19.1%

36.9%

40.4%

14.6%

28.1%

61.5%

1.9%

0.0%

9.6%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人員数の不足

知識やスキルを有する人材不足

相談先の不足

市場ニーズの把握

対策費用の負担

優先度が低い

必要性を感じない

特になし

その他

取組の支障となっている点【複数回答】

R6年(2024年) n=235 R7年(2025年) n=260

６－３ 付加価値向上に向けた取組（支障となっている点） 

※ 「取組の支障となっている点」は、令和６年度新規調査項目につき、令和５年度の数値なし。 

注) 令和７度調査から「特になし」を追加して調査を行った。 
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・道内市場の売上比率は、「80-100%」との回答が 28.5%で最も多いが、前年度調査と比べると 5.8ポイン

ト減少している。 

・道外（国内）市場の売上比率は、「20%未満」との回答が 34.4%で、前年度調査と比べると 3.0ポイント

減少している。 

・海外市場の売上比率は、「20%未満」との回答が 94.4%で、前年度調査と比べると 0.3ポイント減少して

いる。一方、「20-39%」との回答は 3.7%で、前年度調査と比べると 0.8ポイント増加している。 

・ＥＣ市場の売上比率は、「20%未満」との回答が 86.3%で、前年度調査と比べると 1.2ポイント減少して

いる。一方、「20-39%」との回答は 8.4%で、前年度調査と比べると 3.9ポイント増加している。 

 

 

 

 

７－１ 市場の展開状況（市場の売上比率） 

※ 「ＥＣ市場の売上比率」は、令和６年度新規調査項目につき、令和５年度以前の数値なし。 

※ 令和５年度以前は、道内市場、道外市場、海外市場あわせて 100％とした市場の売上比率、 

  令和６年度は、ＥＣ市場を加えて 100％とした市場の売上比率としており、単純比較できないことに留意が必要。 

33.2%

20.1% 19.7%

16.3%

10.7%

37.4%

20.3%

13.5%

18.5%

10.4%

34.4%

20.6% 19.4%

14.6%

10.9%

0%

10%

20%

30%

40%

20%未満 20-39％ 40-59％ 60-79％ 80-100％

道外(国内)市場の売上比率

道外 R5年(2023年) n=289

道外 R6年(2024年) n=222

道外 R7年(2025年) n=247

19.2%

12.5%

18.2%
17.8%

32.3%

16.5% 17.0%

13.0%

19.1%

34.3%

20.0%
18.1%

16.2%
17.3%

28.5%

0%

10%

20%

30%

40%

20%未満 20-39％ 40-59％ 60-79％ 80-100％

道内市場の売上比率

道内 R5年(2023年) n=297

道内 R6年(2024年) n=230

道内 R7年(2025年) n=260

96.5%

2.2% 0.9% 0.0% 0.4%

94.7%

2.9%
1.8% 0.0%

0.6%

94.4%

3.7% 0.9% 0.5% 0.5%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

20%未満 20-39％ 40-59％ 60-79％ 80-100％

海外市場の売上比率

海外 R5年(2023年) n=228

海外 R6年(2024年) n=170

海外 R7年(2025年) n=215

87.5%

4.5% 3.4% 3.4%
1.1%

86.3%

8.4% 4.0%

0.4%
0.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

20%未満 20-39％ 40-59％ 60-79％ 80-100％

ＥＣ市場の売上比率

EC R6年(2024年) n=176

EC R7年(2025年) n=226
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・現在の市場の展開先は、「関東」との回答が 82.6%と最も多く、前年度調査と比べて 3.0 ポイント増加

している。次いで、「関西」が 66.0%で、前年度調査と比べて 5.6ポイント増加している。 

・展開先での取扱数量は、「増加傾向にある」との回答が 41.0%と４割程度となっている。 

 

 

 

 

43.9%

94.1%

46.1%

69.9%

35.7%
32.3%

44.2%

18.6%

36.1%

79.6%

40.4%

60.4%

27.0%
23.0%

38.3%

14.8%

45.2%

82.6%

50.2%

66.0%

36.3%

30.5%

45.2%

18.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

東北 関東 中部 関西 中国 四国 九州 沖縄

道外(国内)市場の展開先 【複数回答】

R5年(2023年) n=269 R6年(2024年) n=230 R7年(2025年) n=259

７－２ 市場の展開状況（展開先、取扱数量） 

増加傾向にある, 

41.0%

減少傾向にある, 

18.9%

どちらともいえない, 

40.1%

展開先での取扱数量
（n=217）

○選択した理由の主な内容 

【増加傾向】 

販売先・取引先の増加、道外市場へ販路拡大強化、

北海道ブランド・北海道産品の関心が高い 

【減少傾向】 

原材料の高騰による価格高騰、物流費増による価格

競争力の低下、大手取引先減少、消費減退・買い控え 

【どちらともいえない】  

原料費・人件費の高騰による値上げで単価増・数量

減・売上横ばい、物価高により需要の予測がつきにくい 
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・今後数年以内での道外への新規展開先は、「関東」、「予定はない」との回答がいずれも 44.2%と最も多

く、次いで、「関西」が 38.6%となっている。 

・新規展開したいが展開することが難しい道外市場は、「沖縄」が 23.4％で最も多く、次いで、「九州」

が 15.4％となっている。 

 

 

17.8%

47.2%

24.5%

37.2%

14.9%
13.0%

21.6%

9.3%

48.0%

17.7%

41.6%

20.8%

35.8%

14.2%
13.3%

21.7%

11.1%

50.4%

19.5%

44.2%

27.9%

38.6%

18.3%

16.3%

23.5%

8.8%

44.2%

0%

20%

40%

60%

東北 関東 中部 関西 中国 四国 九州 沖縄 予定はない

今後数年以内での道外への新規展開先 【複数回答】

R5年(2023年) n=269 R6年(2024 年) n=226 R7年(2025年) n=251

７－３ 市場の展開状況（新規展開先） 

3.0%

0.7%
2.6% 3.3%

4.5%

7.4%

10.0%
11.9%10.8%

2.7%

10.8%
9.9%

17.1%

18.9%

24.3%

36.9%

6.0%

1.0%

4.5%

1.5%

5.5%

9.0%

15.4%

23.4%

0%

10%

20%

30%

40%

東北 関東 中部 関西 中国 四国 九州 沖縄

新規展開したいが展開することが難しい道外市場 【複数回答】

R5年(2023年) n=241 R6年(2024年) n=111 R7年(2025年) n=201
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・新規展開の課題や障壁としては、「物流コストの負担増加」が 57.3%で最も多く、約６割を占めている。

次いで、「商談機会がない」が 27.1%、「道外バイヤーとのつながりがない」が 21.9%、となっている。 

・新規展開の課題や障壁の解決のため行政に求める支援としては、「商談会等の開催（BtoB）」が 23.0%で

最も多く、「マーケティング支援の提供（テスト販売等）」が 17.5%であり、販路開拓や営業活動におけ

る接点を求める傾向が高まっている。 

 

 

７－４ 市場の展開状況（新規展開の課題や障壁、行政に求める支援） 

28.4%

27.5%

24.8%

17.4%

12.8%

67.9%

25.7%

14.7%

6.4%

21.9%

27.1%

17.2%

15.1%

12.0%

57.3%

21.4%

12.0%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

道外バイヤーとのつながりがない

商談機会がない

人材不足

商品の種類が少ない

道外に販路を広げるノウハウがない

物流コストの負担増加

安定した商品供給ができない

輸送に係る商品の品質管理が困難

その他

新規展開の課題や障壁【複数選択可】

R6年(2024年) n=109 R7年(2025年) n=192

33.0%

17.4%

25.7%

5.5%

22.0%

5.5%

23.0%

8.8%

17.5%

6.0%

35.9%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40%

商談会等の開催（BtoB）

フェア等の開催（BtoC）

マーケティング支援の提供（テスト販売等）

道外販路拡大に係るセミナーの開催

特になし

その他

新規展開の課題や障壁の解決のため行政に求める支援

R6年(2024年) n=109 R7年(2025年) n=217

※ 「新規展開の課題や障壁」「行政に求める支援」は、令和６年度新規調査項目のため、令和５年度の数値なし。 
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・ＥＣ取引（インターネット等を活用した取引）は、「活用している」企業が 69.1%であり、前年度調査

から 4.7ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・インターネット販売の売上割合は「２割未満」とする回答が 85.6%となっており、前年度調査から 1.8

ポイント減少している。一方、「２割以上４割未満」とする回答は 9.4%となっており、前年度調査から

2.0ポイント増加している。 

・インターネット販売の販売先は、「日本国内のみ」が 97.2%と９割以上を占めている。 

「海外向けにも販売している」企業は 2.8%と少なく、前年度調査同様、ごく一部の企業の取組にとど

まっている。 

 

85.6%

9.4%

2.2%

2.2%

0.6%

87.4%

7.4%

1.1%

3.4%

0.6%

85.6%

8.8%

2.8%

0.9%

1.9%

２割未満

２割以上４割未満

４割以上６割未満

６割以上８割未満

８割以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インターネット販売の売上割合

R5年(2023年)n=215

R6年(2024年)n=175

R7年(2025年)n=181

８－１ ＥＣ取引の取組状況 

８－２ ＥＣ取引の取組状況（「活用している」と回答した企業：売上割合、販売先） 

97.2%

2.8%

97.7%

2.3%

92.8%

7.2%

日本国内のみ

海外向けにも販売している

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インターネット販売の販売先

R5年(2023年)n=215

R6年(2024年)n=175

R7年(2025年)n=179

70.0%

30.0%

73.8%

26.2%

69.1%

30.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

活用している

活用していない

インターネット販売の取組状況

R5年(2023年)n=310 R6年(2024年)n=237 R7年(2025年)n=262
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・インターネット販売前と変わった点では、「売上拡大」、「自社ブランド認知度向上」がいずれも 49.4%

で最も多くなっており、経営状況の改善、ブランド力の向上に一役買っていると考えられる。 

 

 

・インターネット販売を始める上で支障となっている点は、「ホームページ運営やサイトへの出店等のコ

スト」、「必要性を感じない」が 33.8%と最も多く、次いで「人材不足」が 31.3%となっている。 

・「必要性を感じない」は 33.8%で、前年度調査に比べて 10.5ポイント増加している。 

 

48.1%

8.5%

50.5%

13.2%

5.2%

26.9%

2.4%

43.6%

12.2%

48.8%

9.9%

2.3%

29.7%

2.3%

49.4%

14.4%

49.4%

16.7%

3.3%

29.4%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

売上拡大

商品数の増

自社ブランド認知度向上

利益率・生産性向上

従業員者数の増加

特になし

その他

R5年(2023年)n=212 R6年(2024年)n=172 R7年(2025年)n=180

インターネット販売前と変わった点【複数選択】

33.3%

29.9%

28.7%

27.6%

8.0%

32.2%

38.3%

26.7%

21.7%

35.0%

10.0%

23.3%

31.3%

27.5%

33.8%

25.0%

7.5%

33.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人材不足

知識不足

ホームページ運営や

サイトへの出店等のコスト

適した商品が無い

その他

必要性を感じない

R5年(2023年)n=87 R6年(2024年)n=60 R7年(2025年)n=80

インターネット販売を始める上で支障となっている点【複数選択】

８－３ ＥＣ取引の取組状況（「活用している」と回答した企業：販売前と変わった点） 

８－４ ＥＣ取引の取組状況（「活用していない」と回答した企業：支障となっている点） 

○インターネット販売に取り組む中で生じた課題等 

【取組体制や人材の確保】  

専門担当者の不足、スタッフの育成、在庫発送管理 

【費用対効果】 

送料の負担増、販売手数料・ｶｰﾄﾞ手数料等の負担増 

【知識と情報の不足】 

ページレイアウトの構築、商品イメージ等の作成 

【広報、認知度向上】 

認知度の低さ、広告費の増大、新規顧客開拓 

【Ｗｅｂサイトの更新、差別化】 

大手 EC の割引販売、セキュリティ管理、更新頻度 

【カスタマーサービス】 

決済方法、天候や災害による遅延、問合せの増加 

【その他】 

実店舗との価格差、年間を通じた商品ラインナップ 
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・令和７年度の雇用実績は、前年度調査と同様、「正規社員」「非正規社員」ともに「横ばい」が約７割の

回答となり、「正規社員」が 71.8%、「非正規職員」70.2%となっている。 

・雇用状況の過不足感では、「適当」が 54.1%と前年度調査から 5.8 ポイント増加しており、「不足」が

42.1%と前年度調査から 5.7ポイント減少している。 

・今後の雇用計画では、「正規社員」「非正規社員」ともに「横ばい」が最も多く約６割を占めており、雇

用計画を増加させる意向の企業は約３割で２年連続で減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９－１ 雇用状況（雇用状況の実績・今後の雇用計画・雇用状況の過不足感） 

18.5%

69.0%

12.5%

16.3%

69.1%

14.6%

17.0%

71.8%

11.2%

0% 20% 40% 60% 80%

増加

横ばい

減少

雇用実績(正規社員)

R5年(2023年) n=303

R6年(2024年) n=233

R7年(2025年) n=259

16.1%

70.5%

13.4%

16.8%

65.5%

17.7%

17.8%

70.2%

12.0%

0% 20% 40% 60% 80%

増加

横ばい

減少

雇用実績(非正規社員)

R5年(2023年) n=292

R6年(2024年) n=232

R7年(2025年) n=258

2.3%

46.7%

51.0%

3.9%

48.3%

47.8%

3.9%

54.1%

42.1%

0% 20% 40% 60%

過剰

適当

不足

雇用状況の過不足感

R5年(2023年) n=304

R6年(2024年) n=232

R7年(2025年) n=259

32.5%

63.4%

4.1%

30.3%

64.5%

5.2%

28.9%

61.7%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80%

増加

横ばい

減少

今後の雇用計画(非正規社員)

R5年(2023年) n=292
R6年(2024年) n=231
R7年(2025年) n=256

34.8%

60.1%

5.1%

31.0%

62.4%

6.6%

26.7%

65.5%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80%

増加

横ばい

減少

今後の雇用計画(正規社員)

R5年(2023年) n=296
R6年(2024年) n=229 
R7年(2025年) n=258
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・現状の外国人労働者の雇用については、「雇用していない」との回答が 76.9%と大部分であり、「雇用し

ている」との回答は 23.1%となっており、前年度調査と同様の傾向となっている。 

・今後の外国人労働者の雇用については、「雇用予定はない」との回答が約７割（71.4%）を占めており、

「雇用予定」との回答は 23.2%と前年度調査から 6.8ポイント増加している。 

 

 

・輸出に取り組んでいる企業における今年の輸出見込みは、「増やす」との回答が 63.2%となっており、

前年度調査と比べて 0.2ポイント減少している。一方、「輸出の予定はない」との回答は 9.8%となって

おり、前年度調査と比べて 5.8ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９－２ 雇用状況（外国人労働者の雇用） 

１０－１ 輸出の状況（見込み） 

17.6%

82.4%

15.3%

84.7%

23.1%

76.9%

雇用している

雇用していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人労働者の雇用について (現状)

R5年（2023年）n=306 R6年（2024年）n=236 R7年（2025年）n=260

19.8%

73.9%

6.3%

16.4%

78.5%

5.0%

23.2%

71.4%

5.4%

雇用予定

雇用予定はない

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人労働者の雇用について (今後)

R5年（2023年）n=303 R6年（2024年）n=219 R7年（2025年）n=259

56.3%

34.5%

1.7%

7.6%

63.4%

30.7%

2.0%

4.0%

63.2%

26.3%

0.8%

9.8%

0% 20% 40% 60% 80%

増やす

変わらない

減らす

輸出の予定はない

今年の輸出見込み (売上ベース前年比)

R5年(2023年) n=119

R6年(2024年) n=101

R7年(2025年) n=133
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・輸出にあたり課題となっている点としては、「有力な海外パートナーの不足」が 50.4%で最も多く、前

年度調査と比べて 13.4ポイント増加している。その他、｢海外市場の動向や規制等の情報不足｣、「物流

にかかるコストや時間等」、「輸出手続きが煩雑」などの回答がそれぞれ約４割の回答となっている。 

・輸出にあたっての課題について行政に支援を求めるものとしては、「情報提供」が 52.7%で最も多く、

次いで、「商談会等の開催（BtoB）」が 47.3%となっている。 

 

 

１０－２ 輸出の状況（課題、行政に求めるもの） 

45.8%

37.3%

39.8%

50.8%

40.7%

35.6%

5.1%

4.2%

35.0%

33.0%

45.0%

37.0%

24.0%

36.0%

17.0%

6.0%

39.7%

40.5%

42.0%

50.4%

34.4%

41.2%

6.1%

14.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

輸出を担当できる人材の不足

輸出手続きが煩雑

海外市場の動向や規制等の情報不足

有力な海外パートナーの不足

海外での商品等の認知度不足

物流にかかるｺｽﾄや時間等

特になし

その他

輸出にあたり、課題となっている点 【複数選択】

R5年(2023年) n=118 R6年(2024年) n=100 R7年(2025年) n=131

※「行政に支援を求めるもの」は、令和６年度新規調査項目のため、令和５年度の数値なし。 

51.0%

31.0%

18.0%

16.0%

45.0%

1.0%

38.0%

47.3%

26.7%

22.1%

20.6%

52.7%

16.8%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

商談会等の開催（BtoB）

フェア等の開催（BtoC）

専門員による個別相談会の開催

人材の育成支援

情報提供

特になし

その他

輸出にあたっての課題について行政に支援を求めるもの【複数回答可】

R6年(2024年) n=100 R7年(2025年) n=131
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・輸出に取り組み、取組前と比較して変わった点は、「海外の新市場・顧客の開拓」が 38.9%で最も多く、

前年度調査と比べて 5.9ポイント増加している。一方、｢売上の拡大｣は 32.8%で、前年度調査と比べて

8.2ポイント減少している。 

・主な輸出方法としては、「間接輸出（※商社などの貿易会社を通じて輸出）」が 87.4%、「直接輸出」が

12.6%となっており、前年度同様、約９割が主に間接輸出を用いて輸出を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０－３ 輸出の状況（輸出取組後の状況、主な輸出方法） 

※ 「主な輸出方法」は、令和６年度新規調査項目のため、令和５年度の数値なし。 

39.1%

33.9%

20.9%

10.4%

4.3%

0.0%

47.0%

0.9%

41.0%

33.0%

20.0%

7.0%

1.0%

1.0%

38.0%

2.0%

32.8%

38.9%

23.7%

13.7%

0.8%

0.0%

44.3%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

売上の拡大

海外の新市場・顧客の開拓

自社ブランド・認知度の向上

利益率・生産性の向上

従業者数の増加

従業者数の減少

特になし

その他

輸出に取り組み、取組前と比較し変わった点【複数選択】

R5年(2023年) n=115 R6年(2024年) n=100 R7年(2025年) n=131

12.6%

87.4%

10.8%

89.2%

直接輸出

間接輸出

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主な輸出方法

R6年(2026年) n=102 R7年(2025年) n=127
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・主な輸出先国・地域は、「香港」が 51.6%、「台湾」が 49.2%、「シンガポール」が 48.4%など、前年度同

様の傾向であり、引き続き、アジア地域が多くなっている。 

・今後新たに進出を希望する国・地域としては、「台湾」が 42.9%、「シンガポール」が 39.8%、「香港」が

32.3%、「タイ」が 28.6%、「ベトナム」が 27.3%と続き、アジア地域が多くなっているが、「アメリカ」

も 23.6%と２割を超えるなど年々増加している。 

 

１０－４ 輸出の状況（輸出先国及び地域） 

注) 令和６年度調査から「カナダ」、「インド」、「中東」、「アフリカ」、「中南米」を追加して調査を行った。 

 

31.0%

48.0% 49.0%

18.0%

14.0%

24.0%

56.0%

3.0%

14.0%

4.0%

40.0%

3.0%

12.0%
9.0%

4.0%

23.7%

47.3%

49.5%

17.2%

14.0%

26.9%

57.0%

3.2%

18.3%

3.2%

30.1%

7.5% 3.2%

0.0%

5.4%
1.1%

5.4%

10.8%
8.6%

1.1%

24.2%

51.6%

49.2%

21.8%

13.7%

30.6%

48.4%

6.5%

16.9%

7.3%

29.8%

8.9%

1.6% 0.8%

6.5%

0.8%
3.2%

13.7%

10.5%

2.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

主な輸出先国・地域 【複数選択】

R5年(2023年) n=100 R6年(2024年) n=93 R7年(2025年) n=139

8.4%

16.7%

24.3%

7.9%

16.7%

20.1%

26.8%

7.5%

10.0% 10.0% 12.1%

1.3%

8.8%
6.7%

3.7%

21.5%

38.5%

49.2%

20.0%

26.2%

33.1%

42.3%

20.8%

23.1% 23.8%
22.3%

15.4%

2.3%

9.2%
7.7%

0.8%
1.5%

14.6%

10.0%

6.9%

11.8%

32.3%

42.9%

23.0%

27.3%
28.6%

39.8%

14.9%

19.9%

13.7%

23.6%

15.5%

2.5%

9.3%
8.1%

1.2%
0.6%

13.0%
10.6%

8.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

今後新たに進出を希望する国・地域 【複数選択】

R5年(2023年) n=239 R6年(2024年) n=130 R7年(2025年) n=161
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・環境に配慮した取組（廃棄物削減、ゼロカーボン等）の状況については、「行っている」との回答が 66.9%

となっており、前年度調査と比べると 12.9ポイント増加している。 

・環境配慮の取組で支障となっている点としては、「優先度が低い」との回答が 46.3％、次いで「ノウハ

ウ不足」との回答が 42.7％となっている。 

・現在取り組んでいる環境配慮事項としては、前年度調査と同様、「食品ロス削減」との回答が最も多く

67.6%、次いで「地産地消」との回答が 53.8%、「省エネルギー対策」との回答が 48.0%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 環境配慮型の経営に向けた取組 

○具体的な取組の主な内容 

【省エネルギー対策】 

ＬＥＤ化、節電、省エネ型機器の導入 

【再生可能エネルギー活用】  

ソーラーパネル・蓄電池の導入、木質バイオマス熱利用 

【食品ロス削減】 

発注管理、規格外品の加工・飼料化 

【リサイクル推進】 

 リサイクル品の使用、分別の徹底 

【温室効果ガス排出量の算出・表示】  

Ｊ-クレジットの活用、エネルギー使用量の公開 

【地産地消】 

 道産加工原料・道産資材の積極的な使用 

【容器包装等工夫】  

プラスチック削減、簡易包装、 

瓶・缶・紙製品の使用、エコバッグ・容器持参の推奨 

47.0%

15.1%

57.8%

25.9%

10.3%

44.3%

35.7%

4.3%

42.1%

16.7%

65.1%

29.4%

15.1%

44.4%

35.7%

3.2%

48.0%

15.6%

67.6%

28.9%

15.6%

53.8%

36.4%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80%

省エネルギー対策

再生可能エネルギー活用

食品ロス削減

ﾘｻｲｸﾙ推進

温室効果ｶﾞｽ排出量の算出・表示

地産地消

容器包装等の工夫

その他

R5年(2023年) n=185 R6年(2024年) n=126 R7年(2025年) n=173

現在取り組んでいる環境配慮事項【複数選択】 

60.6%

39.4%

54.0%

46.0%

66.9%

33.1%

行っている

行っていない

0% 50% 100%

環境に配慮した取組の状況

R5年（2023年）n=307 R6年（2024年）n=235 R7年（2025年）n=260

28.0%

42.7%

18.3%

39.0%

46.3%

3.7%

26.8%

0% 20% 40% 60%

人手不足

ノウハウ不足

意識の醸成

対策費用の負担

優先度が低い

その他

必要性を感じない

環境配慮の取組で支障となっている点

【複数選択】

R7年(2025年) n=82
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・エネルギー・原材料価格高騰による経営への影響は、「大きく影響がある」が 55.7%、「影響がある」が

32.1%、「多少影響がある」が 9.9%で、前年度調査同様、９割以上が影響を受けている。 

・「大きく影響がある」「影響がある」「多少影響がある」の回答者の中で、現状どの程度価格転嫁できて

いるかについては、「５割未満」が 30.2%、「５割以上８割未満」が 27.1%、「必要だがまったく価格転嫁

できていない」が 18.8%で、十分に価格転嫁できていないとの回答が未だ５割程となっている。 

・「大きく影響がある」「影響がある」「多少影響がある」の回答者の中で、経営改善のための対応策につ

いては、「価格への（更なる）転嫁」が 71.3%、次いで「新商品開発、販路拡大等の売上増加策」が 48.4%、

「エネルギーコストの節約」が 46.9%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２－１ エネルギー・原材料価格高騰による影響 

（経営への影響、価格転嫁の状況、経営改善策） 

56.2%

32.5%

7.5%

2.9%

1.0%

55.1%

29.1%

12.0%

2.6%

1.3%

55.7%

32.1%

9.9%

1.5%

0.8%

0% 20% 40% 60%

大きく影響がある

影響がある

多少影響がある

ほぼ影響はない

わからない

R5年(2023年) n=308 R6年(2024年) n=234 R7年(2025年) n=262

エネルギー・原材料価格高騰による経営への影響

5.8%

16.0%

30.3%

27.2%

19.0%

0.3%

1.4%

4.9%

10.8%

25.6%

32.7%

24.2%

0.0%

1.8%

3.9%

17.3%

27.1%

30.2%

18.8%

0.8%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40%

すべて価格転嫁できている

8割以上10割未満

5割以上8割未満

５割未満

必要だがまったく価格転嫁できていない

必要ないので価格転嫁していない

その他

価格転嫁の状況

R5年(2023年) n=294 R6年(2024年) n=223 R7年(2025年) n=255

68.8%

41.4%

23.6%

25.7%

34.6%

29.1%

41.1%

4.1%

2.7%

73.9%

42.7%

20.6%

33.5%

31.2%

25.7%

39.9%

2.3%

2.3%

71.3%

46.9%

22.4%

34.6%

33.9%

25.6%

48.4%

2.0%

3.1%

価格への（更なる）転嫁

エネルギーコストの節約

省エネ設備の導入

原材料の見直し（産地や品目の変更等）

エネルギー・原材料以外の経費節減

商品内容量の変更

新商品開発、販路拡大等の売上増加策

特になし

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

経営改善のための対応策（予定含む）【複数選択】

R5年(2023年) n=292 R6年(2024年) n=218 R7年(2025年) n=254
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・エネルギー・原材料価格高騰による影響を受けての事業展開をする上で、国や道、市町村など行政に期

待することは、「各種補助金、給付金の継続 ・拡充」が 43.3%と最も多く、次いで「国内商談会等の取

引・相談の場の提供」が 29.5%、「道外・海外への道産食品の販路拡大の取組（フェア開催等）」が 28.7%、

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31.8%

16.8%

13.0%

17.1%

18.8%

36.6%

71.2%

12.3%

27.8%

15.4%

11.5%

16.7%

12.3%

28.6%

41.9%

22.9%

29.5%

18.0%

13.0%

16.9%

16.1%

28.7%

43.3%

19.9%

国内商談会等の取引・相談の場の提供

海外商談会等の取引・相談の場の提供

相談体制･機会 の確保（商品開発等関連)

需要喚起策（商品券発行や割引販売等）

商品開発や販路拡大に資する人材の育成支援

道外・海外への道産食品の販路拡大の取組（フェア開催等）

各種補助金、給付金の継続 ・拡充

特になし

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

事業を展開する上で行政に期待すること
【複数選択】

R5年(2023年) n=306 R6年(2024年) n=227 R7年(2025年) n=261

１２－２ エネルギー・原材料価格高騰による影響 

（事業を展開する上で行政に期待すること） 
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企業からの主な意見・要望等（主なもの） 

 

区 分 内 容 

補助金に関する 

こと 

・書類作成の簡素化等による補助金活用の利便性向上。（食品製造業） 

・補助金など行政サポートとの接点の増加。（農業・漁業） 

・農福連携に対する支援・補助。（農業・漁業） 

・道外（特に関東、関西）で開催される大規模展示会への北海道ブー

スの設置、参加に係る費用の助成。（食品製造業） 

・海外展示会・海外商談会への出展に係る出展料や旅費の助成。 

（食品製造業） 

・海外展開向けの補助金、制度融資など資金面の支援。（食品製造業） 

・省エネやゼロカーボンなど、エネルギー対策の各種補助金・助成金

の拡大・継続。（食品製造業） 

輸出に関すること 
・輸出に関する基礎を体系的に学べる勉強会・研修の開催。（食品製

造業） 

人手不足に関する

こと 

・地方の製造業は輸送コストや人件費の上昇、人材の確保が難しい

など危機的状況。まずは現状を把握してほしい。（食品製造業） 

エネルギーに関す

ること 

・エネルギー価格対策と将来のエネルギー問題の具体的な検討策の

提示。（その他） 

物流に関すること 

・輸送業界の改善とルートの確保。（パン・菓子） 

・北海道の原料農産物を北海道の保管だけでなく、消費地に品質保

全型備蓄倉庫を設置し、保管してほしい。（卸売業） 

その他 

・国産原料の生産支援と農業連携の強化。（食品製造業） 

・輸入原料及び生産設備に対する支援の拡充。（食品製造業） 

・道内に小規模加工できる加工施設(特に一次加工)が少ないため、

道外で加工し在庫を道内に戻す(もしくは道外倉庫に保管)といっ

たことも少なくない。（卸売業） 

・地域の素晴らしい商品がロット不足により地域でしか販売できな

い等、悩ましさを感じる。（農業・漁業） 

・食品化学系研究機関の地域窓口の公官庁への設置。（飲食サービス

業） 
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